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第 1章 序論 
 








ある正組合員数は 1960 年 5,780 千人から 2018 年 4,248 千人と減少している。その一方，
農業者以外である准組合員の数は 1960 年 756 千人から 2018 年 6,243 千人と年々大きく増
加し，非農家である准組合員の数は正組合員数を上回っており，正組合員数の 147％を占め
るにあたっている。その結果として，正組合員数と准組合員数の総計では 1960年 6,536千
人から 2018 年 10,491 千人と増加し続けている。このことは農業者の担い手が減少してい
きながらも地域の農業やそれに関連する JAの事業に関心を寄せており，それらを活用しよ
うとする地域住民が多いことの表れであると言える。 
 そのような中，2014 年に政府からの JA への改革要求がなされ，翌 2015 年には農協法の
一部改正へと繋がっていった。その内容は「農業所得の増大に最大限の配慮をしなければな
らない。」（第 7条 2項）という変更であり，これまでの非営利規程からの大きな変更点であ
る。このことは，JA が協同組合であることから，その羅針盤である協同組合原則の第 1 原
則 自発的で開かれた組合員制，第 2 原則 組合員による民主的管理，第 3 原則 組合員
財政への参加，第 4原則 自治と自立，第 5原則 教育，訓練および広報，第 6原則 協同

























制定された 1961年の 12,050組合から 2001年には 1,347組合，2019年では 634組合とその
数は大きく減少，集約をされている。県単位による単位 JAの数を見ていくと，西日本の JA
合併では，「1 県 1JA」（1999 年 JA ならけん，2002 年 JA おきなわ，2013 年 JA かがわけん，
2015 年 JA 島根県，2019 年 JA 山口県）が近年の特徴である。加えて，東北地方では県 5JA
程度とする 1県で数 JAに合併（岩手県 6JA，福島県 4JAなど）が見られ，1県 1単位 JAや














多く見られる。2020 年 12 月現在で単位 JA の数は関東地方の都市近郊と考えられる地区で
は埼玉県で 15，千葉県で 17，神奈川県で 12である。その多くは郡全域，または郡が 2や 3
に分割されていて複数の市町の旧 JAが合併されている形成となっている。2010年以降では
大型合併も見られ，埼玉県では 2014年に合併した JAさいたまは 2000年に当時の行政上の
さいたま市（旧浦和，旧大宮，旧与野の各市）に合わせて合併成立した後，2014年には上尾
市，桶川市，北本市，鴻巣市，草加市，伊奈町の 5 市 1 町を吸収合併し（組合員数 59,000

































第 2節 研究の目的と方法 
本研究では，合併に関連した動きの中で，産地形成の基礎となる販売事業に焦点をあてて，












































第 3節 研究の構成 
章立ての枠組みとして，JA における産地形成とそれに伴う販売戦略について検討を進め







るかを検討し，このことから都市近郊型の JA の広域合併が産地形成型 JA になるかを検証




町 JA の販売方法の個性を概観して検証する。このことで都市近郊型 JA が産地の独自性，
継続性をどう果たすかを検証する（第 3章）。これは合併後 20年を経た（1996年広域合併）
同 JA が埼玉県内有数の梨産地であり，旧市町単位 JA の出荷形態が，その歴史的形成をも
とにしているのではないかなどという点について，また梨における JA出荷の優位性を選果



















表 1-1 調査分析事例の位置づけ（研究目的との関係） 
章 研究目的 
事 例 主に適用する理論 



























































































第 2 章 都市近郊型農協の広域合併における産地形成の課題―埼玉県東部地区を事例とし
て― 
 









や産地形成にもとづく専門 JA，総合 JAの在り方 2）など議論がなされてきた。また，合併に






































































図 2-1 埼玉県の総合農協（東部地区） 
出所）JAグループさいたまホームページ http://www.JA-saitama.jp/をもとに作成 
 







数の多い，北足立郡を 2JAとそれ以外の 8JAを 1つにまとめるというものであった。 
 2016（平成 28）年の JAさいたまの広域合併が旧北足立郡域で分かれていた市町村の郡単
位の合併と見るならば，これが郡単位の最後の合併であり，埼玉県における郡単位の合併は，




埼玉県 JA，東部地区の４つの JA の管轄区内にある 17 の市町は，すべて昭和時代のうち
に市または町の単位 JAに合併を終了した。 
 表 2-1は今回の研究対象の４つの JA の 1961（昭和 36年）の合併助成法 5）制定前から現
在までの総合 JA数の推移である。全国と埼玉県東部地区を比較すると表 2-1に示すように
この 55 年間では，1961 年～1971 年の 10 年間で急速に総合 JA の数が減少し，その後徐々
に数が減少している。 
 特に，1961年 3月から 1971年 3月までの 10年間では，全国が 50.2％で半数程度になっ
ているのに対して，埼玉県東部地区では 31.0％と 3 割程度になったことを見ると全国の動
き以上に埼玉県東部地区では，JA 数の減少，すなわち合併が進んでいることがわかる。つ
まり 1961年の合併助成法に対して，国全体よりも，すみやかに対応していたことがわかる。 
表 2-1 総合 JA数の推移 
 
出所）JA 全中編「わたしたちと JA」11 訂版 2016 年 p,39,「埼玉県信連史」および 4 地区ディスクロージ
ャー誌およびホームページの「沿革」をもとに著者作成 
注：「割合」は総合 JA数 1961年 3月末を 100とした場合の指数 
区分
年次 総数 割合 総数 割合
1961年3月末 12,050 100.0% 71 100.0%
   71年3月末 6,049 50.2% 22 31.0%
   81年3月末 4,528 37.6% 20 28.2%
   91年3月末 3,574 29.7% 15 21.1%
2001年3月末 1,347 11.2% 7 9.9%
   11年3月末 746 6.2% 4 5.6%








表 2-1の総合 JA数の推移を見ると 1961年から 1971年までの 10年間で，全国では半数，
埼玉東部地区では 3分の 1にまで減少している。次に 1991年から 2001年までの 10年間に
は全国では 3,574 組合が 1,347 組合へと 38％程度にまで減少，つまり合併が進んでおり，
1961年からの 10年間より減少率という面では，大きな合併の 10年間と言える。 
その期間に埼玉県東部地区でも 15JAから 7JAへと，そしてその翌年の 2001年には，7JA
から 4JAへと落ち着くが，この時期について検証していきたい。 
 JAの動きを歴史的に見ると 1994（平成 6）年に第 20回 JA全国大会で 21世紀への農業再
建と JA 改革が決議され，1997（平成 9）年の第 21 回大会では農業の持続的発展と JA 改革
の実現を決議しており，翌 1998（平成 10）年に JA全農と 3県（宮城，鳥取，島根）との経







前出の 1961 年施行の農協合併助成法が 10 次まで延長されたことで 2001 年までに 1 万
2,050JA から 1 割程度の 1,300 余になり，21 世紀に向けた 1,000 農協構想がほぼ実現され
た形である。 
（社）全国農協合併推進支援基金編（2006）によると推進法人の貢献事例として社団法人
埼玉県農業協同組合合併推進基金協会の報告があり，1991（平成 3）年 10 月に行われた埼
玉県農協大会において県内 10組合（10JA）の広域合併構想を決議し，推進を行ったと記述
されている。また，2005（平成 17）年 10 月現在において構想実現 5 組合，段階合併 10 組
合，それ以外 9組合の 26組合で構想達成率が 50％程度となっている。 















び旧鷲宮町が JA 埼玉みずほに残り，同様に新しい春日部市でも合併前の春日部市は JA 南
彩，合併前の旧庄和町は JA 埼玉みずほと行政の市と JA のエリアが一致しない地区が現れ
た。これは「平成の大合併」の市町村合併は郡を意識しない合併を行ったのに対し，農協が
主に「郡」を前提とした合併であったことの現れであると言える。このことは，市町村にあ




第 3節  埼玉県東部地区 4農協の現状 
（1）正組合員数および准組合員数 
東部地区 4JAの正組合員数，准組合員数の比率であるが，この４JAを合算した場合，2015
年 3 月現在では，6 万 7,338 人のうち正組合員が 2 万 6,295 人で 39.0％，准組合員が 4 万
1,043人で 61.0％である。これは前年 2014年 3月現在の正組合員 40.1％（2万 6,677人），
准組合員 59.9％（3 万 9,842 人）と比較して，1 ポイント准組合員の比率が上昇している。












 JA の各事業別の収益の比較検証をした（表 2-2）。信用事業では，4JA いずれも全国平均
の 42％より上回り，そのうち 3JAは 50％以上である。ただし，埼玉県全体とほぼ同じであ
る。特に，東京に近い県南に位置する JA さいかつの 55％，さいたま市を有する JA 南彩で
も 54％と，都市化 JAの特徴である信用部門が大きい JAであることがわかる。こちらも 4JA
同士の比較では大きな違いはなく，より東京に近い地域ほどその割合がやや高いと言える。 
購買事業についても都市化 JA の特徴がでている。全国が 16.7％なのに対し，9％程度に
とどまっている。共済事業も信用部門同様，都市化した JAを象徴している。全国平均が 25％
程度に対して，4JAいずれも 30％以上であり，埼玉県全体と比較しても上回っている。 
信用部門と共済部門合わせていずれも 80％以上，大きなところでは 90％近い 88％を占め
るところもあった。生活資材全般においてもスーパー，コンビニエンスストア，大型店舗，
農業関連の肥料，農薬についても JA以外の店舗の多い都市では，購買事業の収益割合が低
くなることは理解できる。4JAにおいても 6%から 11％，平均 9％であり，こちらも大きな違
いはない。 
 
表 2-2 各 JAの事業別収益の割合（2016年 3月）  
 
出所）4JA 各ディスクロージャー誌 損益計算書（2015 年） 
全国・埼玉県 農協についての統計（農林水産省 2015 年）により作成 
 
販売事業においては，全国的には 7％であるが 4JAおよび埼玉県では 2％台である。JA越
信用 共済 購買 販売 その他 合計
ＪＡ南彩 54.3% 35.3% 9.8% 1.5% -1.0% 100%
ＪＡ埼玉みずほ 46.0% 38.0% 11.3% 3.1% 1.5% 100%
ＪＡさいかつ 55.2% 33.1% 6.5% 1.1% 4.1% 100%
ＪＡ越谷市 50.9% 32.4% 10.6% 4.5% 1.7% 100%
4ＪＡ計 52.5% 34.8% 9.2% 2.1% 1.4% 100%
全国 42.4% 25.3% 16.7% 7.4% 8.2% 100%




市化の進んだ地域の 2JA では 1%台である。この数字は少なくとも「農業」協同組合である
ことを重要視しなければならない事業である。 
 
第 4節  販売品目別に見る埼玉県東部地区 4農協の現況 
（1）販売品目による各地域の特色 









 もう一つ重要な部分は，それぞれ 1・2 位の組み合わせがすべて違うということである。
合併を想定し全体を単純に合計したものでは，野菜が 39％を超えるにとどまり，あとは平











































表 2-4 ４JAの受託販売取扱高上位２品目および優位性品目 
 
出所）４JAディスクロージャー誌 2016年 3月より作成 
 
表 2-5 ４JAの本支店数（2016年 3月現在） 
 




ＪＡ南彩 野菜 37.1% 果実 26.5%
ＪＡ埼玉みずほ 米 58.4% 野菜 28.6%
ＪＡさいかつ 野菜 54.9% 米 21.1%








ＪＡ南彩 27 久喜市（旧菖蒲町） 28,345
ＪＡ埼玉みずほ 12 幸手市 13,818
ＪＡさいかつ 14 三郷市 17,676
ＪＡ越谷市 6 越谷市 7,499
計 59 67,338
米 410,011 12.6% 415,102 58.4% 217,188 21.1% 65,011 7.7% 1,107,312 18.97%
麦・豆・雑穀 21,056 0.6% 3,984 0.6% 25,040 0.43%
野菜 1,205,603 37.1% 203,158 28.6% 565,971 54.9% 341,256 40.3% 2,315,988 39.68%
果実 859,755 26.5% 2,107 0.3% 861,862 14.77%
花き・花木 3,845 0.1% 23,764 3.3% 126,340 14.9% 153,949 2.64%
畜産物 27,023 0.8% 16,038 1.6% 43,061 0.74%
直売所 261,437 30.8% 261,437 4.48%
種子籾 32,822 3.2% 32,822 0.56%
くず米 6,016 0.6% 6,016 0.10%
飼料米 4,501 0.4% 4,501 0.08%
その他 719,648 22.2% 62,848 8.8% 187,804 18.2% 53,743 6.3% 1,024,043 17.55%
計 3,246,941 100.0% 710,963 100.0% 1,030,340 100.0% 847,787 100.0% 5,836,031 100.00%
20％をこえる品目 野菜 米 野菜 野菜 野菜
果実 野菜 米 直売所



































































































全国農業協同組合中央会編（2016）わたしたちと JA 11訂版.日本農業新聞.pp39-40. 







第 3章 都市近郊広域合併農協における梨産地の継続性について 
－埼玉県南彩農協梨販売を事例として－ 
 
第 1節 はじめに 
 都市近郊地域の農業の特徴は，青果物中心で特に野菜の生産販売が主である。埼玉県にお
ける農協（以下 JA）の販売事業においても野菜は筆頭販売品目であり，東部地区 4JA1）での













































の JA は 700 万都市埼玉県，また大消費地東京都心まで 30～50km ほどにある埼玉県南東部
に位置した都市近郊型 JA であり，県内の梨生産において代表する地区である。24 年前の
1996（平成 8）年に当時の 7市町（7JA）の広域合併を行った。また，南彩 JAは，今後周辺
















 JA南彩の代表的農産物は果実であり，2017（平成 29）年 3月の総代会資料による販売事
業のうちの受託品販売取扱高では，総額 3,286,215千円のうち果実は 818,313千円で 24.9％
を占める。これは，野菜の 1,173,452千円（35.7％）に次ぐ第 2位である。この果実のうち
代表的農産物は日本梨であり，図 3-2の埼玉県全体の日本梨の生産経営体数でみても 803件
のうち 46.3％にあたる 372件が JA南彩管内の農家である。その数字から見ても埼玉県を代
表する日本梨の産地である。代表的な梨の品種は，販売額ベースで表した図 3-3の通りで，
幸水（63.9％），豊水（20.6％），また新高，あきづき，新興といった赤梨の代表的な品種の












JA南彩は，1996（平成 8）年 4月に南埼玉郡域 7つの市町（7JA）が合併し，発足した JA






埼玉県では 1961（昭和 36）年の「農業協同組合合併助成法」に基づく市町村単位での JA
合併が行われ，また次の段階では 1993（平成 5）年に設立した「農業協同組合合併推進基金」
の設立に始まる広域合併で 9郡を有する埼玉県では「県 10JA構想」が掲げられた。これは，














表 3-1 JA南彩管内における JA合併の歴史 
 
出所）埼玉県信連史（1983年）および JA南彩ディスクロージャー誌をもとに作成 
注：表の「昭和 36年～平成 7年」の各合併 JAの下にある年度は各 JAの合併年 
 




































































































7年から平成 27年までの 20年間で蓮田市全域および合併前の 3つの旧町村において，農家
数，栽培面積ともに 3分の 1に減少している。急速な減少率である。 
また，農家の販売の方法として，将来の考え方を表したデータとして，図 3-4の JA南彩
管内が実施した果樹農家 401件に配布し，70％強にあたる 294件を回収した JA南彩広報誌
のアンケート結果（2016 年 2 月号）を参考にしたい。この図は，回答した農家の現在の市
場出荷と直売の割合と 5 年後に市場出荷と直売の割合をどのように変えるかをまとめた数










表 3-2 JA南彩管内年度別販売状況（共選税込売上） 
 
出所）JA南彩資料により作成 
注：各年 7月 1日～12 月 1日までの出荷額 
 



















農家数 面積（ha） 農家数 面積（ha） 農家数 面積（ha） 農家数 面積（ha） 農家数 面積（ha）
平成7 234 97 68 22 17 6 144 67 5 2
12 198 83 58 19 13 5 123 58 4 1
17 157 64 44 14 11 5 99 44 3 1
22 105 - 28 - 6 - 69 - 2 -
27 89 37 18 7 9 × 61 25 1 ×
旧河合村
年













































岩槻管内 10 岩槻梨出荷組合 60% 10% 30% Ⅱ
春日部管内 14 春日部市梨出荷組合 3% 97% Ⅲ
37 平野梨出荷組合 80% 10% 10% Ⅰ
13 蓮田梨出荷組合 70% 30% Ⅰ
宮代管内 8 宮代梨組合 30% 70% Ⅲ
6 日勝第2梨組合 60% 40% Ⅱ
9 日勝第3梨組合 60% 20% 20% Ⅱ
4 日勝第4梨組合 30% 10% 60% Ⅱ
2 上野田梨組合 70% 10% 20% Ⅱ
3 岡泉梨組合 100% Ⅲ
8 篠津梨出荷組合 60% 10% 30% Ⅱ
40 大山梨組合 70% 10% 15% 5% Ⅰ
久喜管内 38 久喜市梨組合 70% 10% 20% Ⅰ
5 第1支部梨組合 24% 56% 20% Ⅱ
2 第3支部梨組合 3% 7% 90% Ⅲ
2 菖上大崎梨組合 10% 30% 60% Ⅲ
6 上大崎梨組合 40% 60% Ⅱ
6 第1梨組合 23% 67% 10% Ⅱ
3 マル木梨組合 23% 67% 10% Ⅱ
8 第2梨組合 24% 56% 20% Ⅱ
10 北東梨組合 24% 56% 20% Ⅱ
4 小下梨組合 24% 56% 20% Ⅱ
6 野々宮梨組合 24% 56% 20% Ⅱ
12 第1部梨組合 18% 52% 30% Ⅱ
8 第2部梨組合 24% 56% 20% Ⅱ
2 マル箇梨組合 13% 37% 50% Ⅱ



















ら古くからの産地。また JA管内 7の旧市町中，生産農家が最も多い（2016年 130件，第二
位白岡市 102 件）。この地域の特徴では，JA 出荷が 20％程度にとどまっているものの，JA
の直売所への販売が 50～60％と他の生産組合よりも多い。これは，出荷を JAに委託してい
るのと同様，直売についても JA を信頼しているようにとれる。管内一の JA 運営直売所で
あるグリーンセンターがこの久喜市菖蒲町に立地している。ここへの直売が菖蒲管内では























































表 3-5 JA南彩管内各梨組合の出荷先市場 
出所）JA南彩営農部資料より作成 
 










岩槻管内 10 岩槻梨出荷組合 個撰・直売 豊島板橋
春日部管内 14 春日部市梨出荷組合 直売
平野梨出荷組合 撰果場 横浜 大宮 平果 組合役員が当日の朝出荷数量を確認し、各市場へ分荷を行う。
蓮田梨出荷組合 個撰 大宮







大山梨組合 白岡大山梨撰果センター 上尾 浦和 春日部
組合役員が早朝出荷量を数え、撰果担当者に伝え、全農埼玉園芸販売課
へ連絡し、全農が各市場へ分荷し撰果担当者へ指示する。













































例えば，販売した梨（幸水 5ｋｇ箱）が市場価格 3,000円であった場合には， 
「3,000円―a（組合費 25円～50円）－ｂ（運賃 150円）－ｃ（県連手数料 1％）－ｄ（市
場手数料 7.5％）－ｅ（JA手数料 1％～2％）」となる。 
 
















1) 2) 3) 4) 5)
量目 品種 販売市場価格 組合費 運賃 県連手数料 市場手数料 JA手数料 費用計 費用割合 生産者
手取り額
1.5% 1% 7.5% 1～2％ (%)
A出荷組合 5Kg 彩玉 3,000 25 150 30 225 30 460 15.3% 2,540
B出荷組合 10Kg 彩玉 5,000 50 300 50 375 100 875 17.5% 4,125


















































表 3-7 蓮田平野選果場 光センサーによる項目の数値例 
 












面積 色 糖度 熟度 みつ症 等級 階級 排出
平均 73.5 53.4 13.6 36 5.3 1.8 5.8
最大 115.6 82.0 16.7 50 98.9
最少 49.3 33.0 10.2 25.7 0.1

















































































































































第 4章 農産物による機能性表示食品を製品差別化戦略とする一考察 
－届出を行った JAの農産物を事例として－ 
 
第 1節 はじめに 
（1）課題の所在 


















末現在，4 年余の間に 2,488 件の届出がある 1) 。ただし，その多くは加工食品やサプリメ
ントであり，農産物による生鮮食品は 40件（1.6％）にとどまる。そのうち生鮮食品の最も
多い届出が JA グループによるものであり，海産物を除く農畜産物 38 件のうち 16 件が JA
グループや農協関連（内訳は，全農 2件，専門 JA2件，単位 JA12件）である。これは JAの











































































第 2節 静岡みかん品種「青島」と弘前りんご品種「ふじ」の特徴と課題 
（1）JAみっかびと温州みかん「青島」の特徴と課題 
生鮮食品，温州みかん，そして全国連，県連，単協含めた JAとして初めて機能性表示食
品としての届出を行ったのは JAみっかびで品種は青島と早生種である。届出日は 2015年 8
月 3 日であり届出表示の内容は温州みかんに含まれる色素の β-クリプトキサンチンは骨
代謝のはたらきを助けることにより，骨の健康に役立つことである。その後，静岡県全体と
























での青島の JA選果への出荷状況では 2010年の出荷数量は 19,385ｔであり，続いて 2011年
22,503ｔ（前年比 116.1％），2012年 24,474ｔ（同 108.8％），2013年 21,020ｔ（同 85.9％），
2014年 26,055ｔ（同 124.0％），2015年 16,511ｔ（同 63.4％），2016年 25,592ｔ（同 155.0％）
である。ここから確認できるのは 2012 年から 2016 年までの隔年結果によるアップダウン
























郡（藤崎町・大鰐町），平川市（旧碇ヶ関村）・中津軽郡（西目屋村）の 2 市 2 町 1 村とな
る。ただし，現弘前市のうち旧相馬村は JA相馬村，現平川市のうち旧碇ヶ関村以外は JA津
軽みらいというように他県にも見られるような新旧市町と合併 JA がねじれ状態にある。
2017年度の組合員数は 12,751人（ 正組合員 8,067人，准組合員 4,684人 。正組合員比
率 63.6％）である。農業産出額は 2016 年度の受託販売品取扱実績で全体 16,994 百万円の










図 4-１ JAつがる弘前の 2017～2018年期市場出荷平均単価 
出所）JAつがる弘前経済部資料により筆者作成 
 


















初年度（2018 年）の出荷は東京中央卸売市場（大田市場）と大阪市場の 2 市場に限定し，
そのうち東京中央卸売市場での出荷状況は年計 670 ケース（1 ケース＝14 玉/5Kg)であり，
月別の概況は 4月 103ケース，5月 328ケース，6月 188ケース，7月 51ケースである。ま
た価格は 1 個（玉）300 円であり，1 個が 300g であるため 1Kg 換算では約 1,000 円という















産地を 2017～2019 年にかけて「静岡県のみかん」，「JA 静岡県のおしごと」，「食材の王国」
という 3 種のパンフレットを作成するなど静岡県全土の産地を明確にした「食材の王国マ
ップ」により個の特徴を活かしたみかん産地のマネジメントを行っている。 
一県一 JA や県の連合会組織を含んだ三系統性から単位 JA から全国連への二系統性が進
んでいる今日，経済連をもつ JAでは 8道県にとどまる中，静岡県経済連は，機能性表示の
みかんにその役割を果たそうとしている。 


















販売品販売・取扱高 販売額（百万円） 割合 販売額（百万円） 割合 販売額（百万円） 割合 販売額（百万円） 割合 販売額（百万円） 割合 販売額（百万円） 割合
米 24 0.3% 10 0.3% 42 1.8% 273 2.7% 51 1.9%
野菜 26 0.3% 11,886 51.6% 881 22.8% 54 2.3% 2,869 28.3% 1,388 52.8%
果実 6,802 91.4% 2,348 10.2% 1,621 42.0% 1,476 61.7% 752 7.4% 384 14.6%
茶 423 11.0% 723 30.2% 2,806 27.6% 4 0.2%
その他工芸 549 14.2%
花き 47 0.6% 3,480 15.1% 340 8.8% 575 5.7% 446 17.0%
畜産 2,812 12.2% 812 8.0% 0.0%
その他 546 7.3% 2,490 10.8% 34 0.9% 99 4.1% 2,064 20.3% 354 13.5%
計 7,445 100.0% 23,016 100.0% 3,858 100.0% 2,394 100.0% 10,151 100.0% 2,627 100.0%
農協発足年
柑橘部会人数 786人 （48.0%) 762人 （11.2%） 721人 （3.1%） 380人 （4.6%） 325人 （1.7％） 55人 （0.8％）
柑橘面積 1,664 ha 538 ha 432 ha 358 ha 425 ha 29 ha
1993年1994年1961年 1995年 1972年 1993年
東部（伊豆）
2015年8月3日 2016年9月12日 2017年1月.24日 2017年3月23日 2019年2月15日 2019年2月15日
西部（遠江） 西部（遠江） 中部（駿河） 東部（伊豆） 東部（伊豆）
ハイナンみかん（青島）
三ヶ日町農協（JAみっかび） とぴあ浜松農協（ＪＡとぴあ浜松） 清水農協（ＪＡしみず） 南駿農協（JAなんすん） 大井川農協（JAおおいがわ）ハイナン農協（JAハイナン）





均 68.2元／個（アメリカ 18.2元／個，チリ 23.2元／個）と他国と比較して価格差は著し


















































品種 2003年産 2008年産 2013年産 2017年産 備考
早生種 360,318 457,921 353,706 355,070 つがる・きおうなど
割合 13.33% 13.40% 13.66% 12.34%
中生種 640,712 710,694 586,275 755,746 ジョナゴールド・千秋・ひろさきふじなど
割合 23.70% 20.80% 22.64% 26.27%
有袋ふじ 341,990 361,734 195,959 141,839
20.09% 16.09% 11.88% 8.03%
(サンふじ) 984,400 1,324,386 972,557 991,839
(葉とらずふじ) 10,966 108,029 154,691 294,919
無袋ふじ合計 995,366 1,432,415 1,127,248 1,286,758
36.83% 41.93% 43.54% 44.73%
晩生種合計 1,701,880 2,247,862 1,649,060 1,765,671 その他は王林・金星など
割合 62.96% 65.79% 63.69% 61.38%


























4）Controlled Atmosphere の頭文字でりんご保管時の室内の冷蔵と炭酸ガスを 3％濃度に
し，呼吸による品質の劣化を防ぐことで貯蔵性を高める貯蔵法。JA つがる弘前では管内に
CA 冷蔵庫 11 室 4,278t のほか普通冷蔵庫 1 室 775t 計 5,053t（20Kg 箱 252,650 箱）を収容








7）JAみっかびの 2017年青島の年間出荷数量 13.8千 tの月別内訳は１月 5.6千 t（40.6％），








































三ヶ日町 JAのミカンを事例として．北海道大学農經論叢 60.pp239-248． 
柳在相（2016）ケースに見る JA の戦略的マネジメント静岡県 JA みっかび～戦略的産地作




















第 1節 はじめに 
（1）問題の所在 
戦後の JAにおける歴史は合併の歴史であるといわれる。総合 JA（単位 JA）の数も農業基
本法の制定された 1961年には 12,050組合であったが，2001年には 1,347組合，2019年で
は 634組合とその数は大きく減少，集約をされている。 
JA合併を歴史的に見ると，①第 2次世界大戦後の「農業協同組合法」（1947年）により新
生 JA の誕生②農業協同組合合併法（1961 年）主導による市町村単位の合併③「第 6 次 JA
合併助成法」（1986 年）からの金融自由化対策などを背景とした市町村同士による郡単位，
行政市単位の合併④全国で 1,000JA を割り込み（2003 年）さらなる大規模・広域化という
4つの段階を踏んでいると言える 1）。また，現在では西日本の JA合併では，「1県 1JA」，東
北地方では県 5JA程度とする 1県数 JA合併が見られる。 
都市近郊である埼玉県の JA 合併は 1990 年代から市町村の集合である「郡単位」の合併
がその基準として行われてきた。埼玉県は概ね 10の郡で構成されているが，2020年現在埼
玉県では 15単位 JAである。 
これらの郡合併の特徴は，古くからの地域の風土，特産物の類似性，組合員の同質性とい
った特徴を有しており，ある種，合理的なものと言える。2000年以降の埼玉県の JA合併で

















































































第 2節 都市近郊の農協合併と埼玉県東部地域の概況 
（1）埼玉県東部地区農協合併の歴史と概況 
JA埼玉みずほと JA南彩は 2013年頃より JA埼玉みずほ（本店幸手市），JAさいかつ（本
店三郷市），JA南彩（本店久喜市），JA越谷市の東部地区 4JAの合併の構想が持ち上がった。
また行政区として郡を超えた合併として春日部市（2005 年 1 市 1 町，総人口約 23 万人），
久喜市（2010年 1市 3町，総人口 15万人）が誕生し，生活圏としての交流が盛んであるが，









米が 582,846 千円で JA 全体の販売品目の 59.1％を占めて主力である。また JA 南彩では県
内トップの梨の生産 JAであったが受託品販売品目，買取品販売品目の取扱高は米が 731,825







埼玉県の 1975年の県全体では米の生産量では 6.3万 ha作付され，26.27万ｔが生産され
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ていたが，1990年には 4.38万 haで 20.18万 t，1995年には 4.28万 haで 20.8万 tと減少
した。2010 年には 3.57 万 ha で 15.21 万ｔとなり，それ以降は生産量，作付面積ともに横
ばいであり，2019年には，作付面積が 3.20万 haで生産量が 15.42万 haとなっている。 


































埼玉みずほでは杉戸 RC 145，幸手 RC 101，JA南彩では白岡 RC 113（うち法人 4），久喜 RC 
189（うち法人 1），菖蒲 CE 164（うち法人 3）とほぼ均等な農家数の受入れであり，JA南彩
では法人の利用もある。 
 











杉戸管内 17.8%である。一方の JA南彩では岩槻管内 10.5%，春日部管内 8.9%，蓮田管内 9.2%，
宮代管内 7.5%，白岡管内 9.5%，久喜管内 19.7%，菖蒲管内 34.6%である。 












JA 南彩では，2014 年産から翌年の 2015 年には減少に転じていることが挙げられる。こ





後であったが，2017 年より 1 俵あたり 300 円ぐらいになったことから出荷量増加の理由と
されている。 




















































































































 まとめとして明らかになったことは，一点目に JA 埼玉みずほと JA 南彩の 2JA は米の月
別取扱量によると，「彩のきずな」の普及の点から JA 埼玉みずほでは 5 管内すべてが上昇
しているものの，JA 南彩では 7 管内中 6 管内が微増または横ばいであるということから，





























2）特に顕著なものが 2016年に北足立郡全域を形成した JAさいたまである。県南部 3市（浦
和・大宮・与野）によるさいたま市の新設（2001 年）に先駆けて 2000 年に 3 市（4JA）の
合併後，旧北足立郡である川口・戸田・蕨・草加市（青柳町，柿木町を除く）・上尾・桶川・
北本・鴻巣市（旧川里町を除く）・伊奈町の 9市 1町の JAをすべて吸収合併し，北足立郡全
71 
 
域の JAとなったものである。市の行政合併と郡 JAの完成の双方が成立した形である。 
3）北川（2020）による。 
4) 「 JA に つ い て  令 和 ２ 年 ４ 月 農 林 水 産 省 」 ホ ー ム ペ ー ジ
(https://www.maff.go.jp/j/keiei/sosiki/kyosoka/k_kenkyu/attach/pdf/index-
109.pdf)による。 
5 ）「 埼 玉 県 の お 米 に つ い て 」（ 埼 玉 県 農 林 部 ホ ー ム ペ ー ジ
https://www.pref.saitama.lg.jp/a0904/komemugidaizu/kome.html）による。 
6）各 JA の 2020 年 3 月現在では准組合員の内訳は埼玉みずほ 58.8％（8,535 人），南彩
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第 1節 各章の要約 
 
第 1章 序論では，研究の背景，研究の目的と方法，研究の構成について述べた。 
本研究では，モデル分析としての都市近郊の広域合併 JAに着目して，①都市近郊型 JAの
広域合併が，産地形成型 JAになるか（第 2章）。②都市近郊合併 JAが産地の独自性，継続
性をどう果たすか（第 3 章）。③JA による農産物ブランド化は製品差別化が可能であるか








本研究の課題と対象事例に関して，第 2 章では広域合併 JA における産地形成の可能性，
方向性の解明（目的①）のため，埼玉県東部地区 4JAを取り上げた。第 3章では広域合併 JA
における梨の産地形成，販売組織と販売戦略の役割の解明（目的②）のため多様な梨の販売
形態が併存する埼玉県東部地区 4JAのうちの JA南彩を取り上げた。 
第 4 章では，JA 販売事業における製品差別化戦略を取り上げ，機能性表示食品の役割，
効果の検証（目的③）を行った。事例対象として温州みかんで届出を行った静岡県 JAみっ
かび（農村型未合併 JA）をはじめとする静岡県 6JA（農村型未合併 JA，農村型広域型合併
JA）および静岡県経済連とした。また，りんご「ふじ」で届け出した青森県 JAつがる弘前





























第 3章 都市近郊広域合併 JAにおける梨産地の継続性について－埼玉県南彩農協梨販売を
事例として－では，事例対象である JA 南彩農協管内の 27 の出荷組合を中心に梨販売事業

























































第 5 章 都市近郊型広域合併農協の組織力効果発揮のための農産物ブランド化，製品差別






















第 2節 結論 
 最後に，序論で提示した本研究の 3 つの目的に対する研究成果を整理すると次のように
結論づけられる。 
まず，1点目の都市近郊型 JAの広域合併が，産地形成型 JAになるかという点に関しては,
















































Japan Agricultural Cooperatives (JA) play an important role in solving agricultural 
problems, including their strong influence on the formation of production districts 
and sales strategies for agricultural products. In response to the reform of 
agricultural cooperatives by the government, the Agricultural Cooperative Law was 
amended in 2015 and stated that "maximum consideration must be given to increasing 
agricultural income." Consequently, "Increase in agricultural income" was included 
in JA's self-reform plans, which prompted criticism that JA would shift toward 
neoliberalism. 
There are many potential problems related to the merger of JA units. One concern 
is that the wide area of such mergers will enable achievement of "economy of scale" 
from the aspect of equipment ownership, but for an organization such as JA, brand 
attachment will be weakened. 
This study examined the formation of production districts and sales strategies for 
wide-area merged JAs in city suburbs. Suburbs were chosen because we thought that 
the sale of agricultural products was advantageous and active about suburbs. We 
also examined a model analysis of the merger and differences between the JA before 
and after the wide-area merger. 
Chapter 1 describes the background, purpose, and structure of the research. 
Chapter 2 describes how a model analysis of the merger of four JAs in the eastern 
part of Saitama Prefecture revealed that the items that four JAs are good at were 
different. The issue is whether JA can achieve a sales strategy of differentiating 
production areas or increasing agricultural income. The analysis also highlighted 
the importance of networks in wide-area mergers. 
Chapter 3 details how the sustainability of JA Nansai's pear sales in the pear 
specialty area in eastern Saitama prefecture was investigated, based on sales forms 
and the shipping status to JA. What became clear was that the former JA shipping 
form used before the 1996 JA merger was divided into three types (i.e, as sales 
starategies), and was strongly related to history of each JA. This analysis also 
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revealed the strengths of JA's market shipment, fees, latest equipment, and aspects 
of branding. 
Chapter 4 describes a survey of JA Mikkabi of Wenzou oranges, JA Mikkabi of Shizuoka 
Prefecture, and JA Tsugaru Hirosaki of Aomori Prefecture’s apples, which were the 
first to report Foods with Function Claims as materials for examining JA-branded 
agricultural products. Therefore, there was an unexpected added value from the 
corresponding functionality. It was found that Wenzou oranges had high 
functionality due to storage, and Fuji apples had high functionality due to bagging. 
Additionally, the purpose of and possible issues with controlling JA Wenzou oranges 
sales in the prefecture and sustainability of apple cultivars were clarified.  
Chapter 5 describes a scenario that assumed a merger model of two JAs in the rice-
producing region of eastern Saitama Prefecture, which has a background of "economy 
of demonstrating organizational strength". From this model, the prefectural brand 
will be based on the concept of branding marketing and platform strategy. This is 
a future issue for the product differentiation strategy for rice production. 
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